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令和４年12月９日
松野町総務課

１　補正予算の種類

　⑴　令和４年度松野町一般会計補正予算（第６号）　　　　　　【議案第87号】

　⑵　令和４年度松野町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）【議案第88号】

　⑶　令和４年度松野町介護保険特別会計補正予算（第２号）　　【議案第89号】

２　補正予算の規模

令和４年度 令和４年度 令和３年度

12月補正額 累計予算額 12月補正後

累計予算額

⑴    ⑵ ⑶ ⑷

【⑵-⑶】

29,520 4,593,160 5,181,371 △ 588,211 △ 11.4

15,354 1,975,723 1,949,809 25,914 1.3

国民健康保険特別
会計

14,937 609,937 630,748 △ 20,811 △ 3.3

国民健康保険中央
診療所特別会計

－ 351,314 318,879 32,435 10.2

簡易水道特別会計 － 120,000 111,000 9,000 8.1

住宅新築資金等貸
付事業特別会計

－ 40,162 42,917 △ 2,755 △ 6.4

介護保険特別会計 417 778,800 776,565 2,235 0.3

後期高齢者医療保
険事業特別会計

－ 75,510 69,700 5,810 8.3

44,874 6,568,883 7,131,180 △ 562,297 △ 7.9

３　補正予算の財源内訳

国県支出金 地方債 その他

29,520 8,745 3,400 200 17,175

14,937 0 0 203 14,734

417 0 0 417 0

44,874 8,745 3,400 820 31,909

一般会計

国民健康保険特別会
計

介護保険特別会計

合　　計

令和４年度12月補正予算について

区　　　分

比　較

増減額 増減率

【⑷/⑶
 ×100】

〔単位：千円・％〕

一般会計

特別会計

合　　計

〔単位：千円〕

会計名 補正額
特定財源

一般財源



４　補正予算の概要

　⑴　補正予算の編成方針
　
　　　今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、
　　原油価格・物価高騰により、依然として厳しい経営状況となっている総合営農拠
　  点施設の運営及び維持管理等、経営安定化を図るための指定管理料の追加をはじ
　　め、建築から48年が経過し、老朽化が著しい吉野生公民館について、今後も多様
　　化する住民ニーズに対応するため、公民館機能を維持し、住民サービスの向上及
　　び健康福祉の増進を図るとともに、住民の学習、交流、レクリエーション活動等
　　の拠点施設として、公民館を改築するための経費等、急を要する諸事業の補正を
　　中心に編成している。
　　　また、人事院勧告等に伴う一般職及び会計年度任用職員の人件費の調整並びに
　　特別職・議会議員の期末手当支給割合の改正に伴う人件費の補正を行っている。



⑵　補正予算の内容

　【人件費の補正内容】

　　〇補正概要

　〇　会計別補正額及び財源内訳 （単位：千円）

会計年度任
用職員報酬

給料 職員手当等
職員共済組
合負担金

会計年度任
用職員報酬

給料 職員手当等
職員共済組
合負担金

社会保険料
国県

支出金
その他

（繰入金）

14 714 2,148 418 0 2,276 333 2,409 33 8,345 8,345

0 0 14 189 0 0 0 0 0 203 203 0

22 106 284 119 146 0 △ 35 △ 10 0 633 417 216

36 820 2,446 726 146 2,276 298 2,399 33 9,181 0 620 8,561

区 分 補正科目 補正内容

人事院勧告分

 給料
　民間給与との均衡を図るため、月例給について公民較差の是正に必要な率を乗じて得た額に改定。
　・一般職　　　　　：給料表を平均0.30％引上げて改定（令和４年４月１日適用）
　・会計年度任用職員：給料表を一般職に準じて改定（令和４年12月１日適用）

 期末手当

　民間給与との均衡を図るため、会計年度任用職員の12月支給率を0.15月、特別職及び議会議員の12月支
給率を0.05月引上げ。
　・会計年度任用職員　：1.35月（現行1.2月）
　・特別職及び議会議員：1.675月（現行1.625月）

 勤勉手当
　民間給与との均衡を図るため、一般職の勤勉手当の12月支給率を0.1月引上げ。
　・一般職：1.05月（現行0.95月）

 社会保険料 　会計年度任用職員の標準報酬月額の変動による調整

 職員共済組合負担金、社会保険料 　上記給料及び期末勤勉手当の引き上げによる調整

その他

 会計年度任用職員報酬 　会計年度任用職員の人数増加による調整

 給料 　一般職の人事異動及び新規採用による調整

 期末手当 　一般職の人事異動及び新規採用による調整

 勤勉手当 　一般職の人事異動及び新規採用による調整

 通勤手当、扶養手当、住居手当 　一般職の人事異動及び転居等の状況変更による調整

 職員共済組合負担金 　一般職の人事異動及び新規採用による調整

会計名

補　　　　　　正　　　　　　額 財源内訳

人事院勧告分 その他

計

特定財源

 一般財源
社会保険料

合計 1

 一般会計 0

 国民健康保険特別会計 0

介護保険特別会計 1



【歳出】

国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

一般
ふるさと創
生課

2 1 15
コミュニティバス運
行費

コミュニティバス維持管理経費

１　補正概要
　　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、原油
　価格等の高騰に伴い不足する燃料費を追加するほか、経年劣化に伴
　う修繕箇所の増加や部品の価格高騰等による修繕費を追加するも
　の。

２　補 正 額　756千円
　⑴燃料費　371千円（当初2,052千円 → 実績見込2,423千円）
　⑵修繕料　385千円（当初　837千円 → 実績見込1,222千円）

756 756

一般 防災安全課 2 1 16
情報通信基盤施設管
理費

鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費負担金

１　補正概要
　　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、原油
　価格等の高騰に伴い不足する燃料費分に係る負担金の追加ほか、令
　和４年９月18日から９月19日にかけての台風14号被害により、県道
　滑床松野線の土砂災害で被災した、滑床の情報通信基盤施設用光
　ケーブルの本復旧における負担金等を追加するもの。

２　補 正 額　4,158千円

３　内　容
　⑴光熱水費高騰分（電気料）　　　　230千円
　⑵無停電電源装置10基の修繕対応分　399千円
　⑶設備の経年劣化に伴う通常の設備維持管理に係る修繕費の増加
　　対応分　999千円
　⑷滑床光ケーブル本復旧費分　　　2,530千円（※全額本町負担）

4,158 4,158

（単位：千円）

会計 所 管 課 款 項 目（事業） 事 業 内 容 事業費

財 源 内 訳



国・県
支出金

地方債 その他 一般財源
会計 所 管 課 款 項 目（事業） 事 業 内 容 事業費

財 源 内 訳

一般 町民課 2 3 1 戸籍住民基本台帳費

マイナンバーカード普及促進事業費

１　補正概要
　　マイナンバーカードの更なる普及促進を図ることを目的に、日本
　郵便株式会社にマイナンバーカード申請事務の支援を委託するほ
　か、夜間・休日における交付窓口の開設に伴う経費等を追加するも
　の。

２　補 正 額　995千円
　⑴カード申請支援事務委託関連経費　385千円
　　・消耗品費　33千円（ケーブル、プリンターインク外）
　　・マイナンバーカード申請支援事務委託料　153千円
　　・プリンター購入費（３台）　　 25千円
　　・タブレット端末購入費（３台）174千円
　⑵休日・夜間交付等関連経費　511千円
　　・時間外勤務手当　150千円
　　・通信運搬費　　　361千円
　　　＊マイナンバーカード申請書郵送費（携帯ショップ）
　　　　@280円×100件＝28,000円
　　　＊マイナンバーカード郵送費（申請時来庁方式）
　　　　@739円×450件＝332,550円
　⑶通知カード・個人番号カード関連事務費県負担金　99千円
　　　※商業施設等への県職員派遣関連経費

995 995

【特定財源】

国庫補助金（14款２項１目４節）

個人番号カード交付事務費補助金

（補助率10/10） 995千円



国・県
支出金

地方債 その他 一般財源
会計 所 管 課 款 項 目（事業） 事 業 内 容 事業費

財 源 内 訳

一般 町民課 2 3 1 戸籍住民基本台帳費

戸籍総合システム改造委託料

１　補正概要
　　戸籍事務へのマイナンバー制度導入等を目的とする「戸籍法の一
　部を改正する法律」に基づき、戸籍システムの改修を行うもの。

２　補 正 額　7,750千円

３　改修内容
　⑴副本記録情報の参照
　　本籍地以外の市区町村において、戸籍情報連携システムを利用し
　て本籍地以外の市区町村のデータを参照できるようにする。

　⑵届書等情報の送受信
　　副本記録情報を利用した戸籍の届出の入力が可能となる。
　
　⑶戸籍証明書等の広域交付
　　自らや父母等の戸籍について、本籍地の市区町村以外の市区町村
　の窓口でも戸籍証明書等の請求を可能とする。
　
　⑷戸籍電子証明書の提供
　　自らや父母等の戸籍について、電子的な戸籍記録事項の証明情報
　の提供が可能となることから、市区町村では戸籍電子証明書提供用
　識別符号等の通知書を交付する。

7,750 7,750

一般 町民課 3 1 1 社会福祉総務費

国民健康保険特別会計繰出金

１　補正概要　人事院勧告に基づく人件費の調整
　
２　補 正 額　203千円

203 203

一般 保健福祉課 3 1 3 老人福祉費

介護保険特別会計繰出金

１　補正概要　人事院勧告に基づく人件費の調整
　
２　補 正 額　417千円

417 417

【特定財源】

国庫補助金（14款２項１目１節）

社会保障・税番号制度システム整備費

補助金（補助率10/10） 7,750千円



国・県
支出金

地方債 その他 一般財源
会計 所 管 課 款 項 目（事業） 事 業 内 容 事業費

財 源 内 訳

一般 保健福祉課 4 1 2 保健センター費

保健センター維持管理経費

１　補正概要
　　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、原油
　価格等の高騰に伴い不足する燃料費を追加するもの。

２　補 正 額　367千円
　⑴燃料費　367千円（当初1,176千円 → 実績見込1,543千円）

367 367

一般 農林振興課 6 1 4 担い手育成対策費

総合営農拠点施設等指定管理料

１　補正概要
　　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、原油
　価格等の高騰に伴い、依然として厳しい経営状況となっている総合
　営農拠点施設等において、施設の運営及び維持管理等、経営安定化
　を図るため、指定管理者である株式会社松野町農林公社に対する指
　定管理料を追加するもの。

２　補 正 額　2,950千円（当初21,000千円→補正後23,950千円）

2,950 2,950

一般 教育課 10 3 2 中学校教育振興費

教材用備品購入費

１　補正概要
　　企業から学校の教育振興に対する寄附を受けたことに伴
　い、中学校の要望に基づいた備品等を購入するもの。

２　補 正 額　204千円

３　購入物品名
　⑴消耗品費：遠隔授業用無線接続ヘッドセット（16個）
　　　　　　　58千円
　⑵教材用備品購入費：デジタルビデオカメラ（２台）
　　　　　　　　　　　146千円

204 200 4

【特定財源】

寄附金（17款１項３目２節）

中学校教育振興費寄附金 200千円



国・県
支出金

地方債 その他 一般財源
会計 所 管 課 款 項 目（事業） 事 業 内 容 事業費

財 源 内 訳

一般 教育課 10 4 2 公民館費

吉野生公民館建設事業

１　補正概要
　　現吉野生公民館の建物は、昭和49年の建築から48年が経過し、老
　朽化による雨漏りと結露による壁の剥離など損傷が激しく、耐震性
　も不足しているため、建替えが必要となっている。
　　今後も多様化する住民ニーズに対応するため、公民館機能を維持
　し、住民サービスの向上を図るとともに、住民の学習、交流、ス
　ポーツ・レクリエーション活動等の拠点施設として公民館を整備す
　るため、実施設計委託料を追加するもの。

２　補 正 額　3,463千円

３　今後のスケジュール
　⑴令和４年12月～令和５年３月：実施設計
　⑵令和５年５月～令和６年３月：解体・本体工事・外構工事
　⑶令和６年４月：供用開始

3,463 3,400 63

国保 町民課 7 1 1 財政調整基金積立金

財政調整基金積立金

１　補正概要
　　令和３年度決算における歳計剰余金の１/２相当額の積立てを行
　うもの。

２　補 正 額　11,780千円

11,780 11,780

国保 町民課 8 2 － 償還金

保険給付費等交付金返還金
療養給付費等負担金返還金

１　補正概要
　　令和３年度における普通交付金及び特定健康診査等負担金の確定
　に伴い、県支出金の既交付済額との精算により、超過分を返還する
　ほか、過去の療養給付費等負担金事業等の実績修正に伴い、超過交
　付分を返還するもの。

２　補正額　2,954千円
　⑴保険給付費等交付金返還金　2,917千円
　　※令和元年度から令和３年度の普通交付金及び令和３年度特定健
　　康診査等負担金の確定による

　⑵療養給付費等負担金返還金　37千円
　　※平成28年度療養給付費負担金の超過交付（地方単独事業助成分
　　〔重心・母子・乳幼児の公費負担〕）

2,954 2,954

【特定財源】

町債（21款１項１目１節）

過疎対策事業債（ハード事業分）3,400千円



【歳入】　※特定財源を除く。

国・県
支出金

地方債 その他 一般財源

一般 総務課 19 1 1 繰越金
前年度繰越金

１　補正概要　最終の財源調整による追加。
17,175 17,175

国保 町民課 8 1 1 繰越金
前年度繰越金

１　補正概要　最終の財源調整による追加。
12,305 12,305

国保 町民課 9 3 3 雑入

過年度普通交付金返還金

１　補正概要
　　令和３年度における普通交付金の確定に伴い、県支出金
　の既交付済額との精算により、不足分を受け入れるもの。

2,429 2,429

事業費

財 源 内 訳

会計 所 管 課 款 項 目 補 正 内 容


